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Land re叫justment pro ects have various risks deriv吋from many landowners and long project t巴nn.百1erefore it is 
very impo血nt for completing land readjustment projects to identify and evaluate the risks from 廿1e view ofp吋ect
management.η1is p叩er 自rstly discusses tile identification by use of AHP based on a questionnaire to land 
陀adjustment planners and engineers who have more than 2 y伺I吉田戸rimen包
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an exist時間関I℃h for DID 眠aη1e comparisons show good 湾問ments.And the wei酔ts of the risks to financial 
crisis obtain吋 by A田we陀 found not to have di民間nces from tile knowled�e ofland readju蜘entexpe巾． η1ese
results suggest伽t tile identified risks and their weight are useful for risk or pro ect management ofland readjustment 
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土地区画整理事業，リスク， アンケー ト調査， 一対比較法，A田分析

1.はじめに
土地区画整理事業（以降、区直墜理事業と記す。）はわが国

の代劫句な市御世豊備手法のlつであり、その脳子実績は平成
19年度末時点の実績で既減市谷捗自の1/3に相当する 1)

0 近年は
震災復興ペ味造密集市御自の解消、あるし、l誰酪事業における
t自睦備の一手法としても用いられており、今後も区画整理事
業の幅広し適用が期待される。

区画整理事業は個人組合、地方公共団体、都市再生樹誇、
地方住宅供給公社、区直謹理会社で実施されるが、組合施行に
よる区画整理事業の事業運営に着目すると、最近の地価の下落
や保留地販売の不振等により、10億円以上の収入不足が見込
まれる地区が、調査地区892中、43地区に及んでいる 2）。 すな
わち、事業を破綻させないように適切にマネジメントすること
が、組合のみならずマ子政にとっても重要になってきている。

ところで、区画産理事業は、 事業準備段階から事業終了まで
顕在化すると大きな損害を与えるさまざまな好ましくない事
象（以降、 リスクと記す。）が多く柄主する。 したがって、 事
業の脳手者にとって、事業破綻に悪影響を及ぼすリスクを特定
し、それらを顕在化させないように対策を講じていくことが必
要である。 ただし、これらのリスク対策には人的資源や資金の
確保が不可欠であるが、昨今の事業を取り巻く厳しし糧背状況
の下では、全てのリスクに対して万全の対策を講じることは難
しし、したがって、顕在化する確率が高く、顕在化した場合の
事業資金計画の破綻に対する影響度が大きし、リスクに対して
優先的に対応をとることが重要となっている。

さて、土地区画整理事業のリスクを対象とした研究として
「公・民〆ートナーシップによる区画整理の研究jがある九

この中では、土地区画整理事業の PF！ 事業におけるリスク分担
総括表が示されており、区画整理事業の施行に伴って想定され
るリスクを一覧表に整理している。この内容は菊緒の経験の

結果として特定されたものであり、実際の事業運営にとって有
意義な内容である。 しかし、この研究は PF！事業を前提にした
リスクの特定であるので、区画整理事業の準備段階のリスクや
保留生断出士に関するリスクは対象となっていない。

一方、一般的な企業舌動のリスクのタイプとして8つのタイ
プを整理した南方の文献がある九この内容は、今後、区直瞳
理事業のリスクを特定してして過程において、リスク選定の観
点を明確にする点で有用な内容である。しかし 一般的な企期舌
動のリスクを対象としているので、区匝藍理事業における具体
的なリスクを特定したもので、はない。

以上を踏まえ、材高では以下を検討するものである。
I）組合脳子の区画整理事業を対象として、準備段階から清算段

階までの全段階における事業の資金計画の破綻に影響を与
えるリスクを組合区画整理事業の粧行者（以降、組合宿行者
と記す。）の視点から特定する。

2）特定したリスクと文献 4）によるリスクを比較して、過不足を
チェックすることによりリスク特定の妥当性を検討する。

3）実事業に携わる区画整理ぜ併者に対してリスク特郡吉果を
利用したリスクアセスメントに関する一対比較法によるア
ンケートを実施・分析し、事業資金計画の破綻への影響度を
定量りに矧面する。
以上より、今後のリスクマネジメントやプロジェクトマネジ

メン卜への知見を得ようとするものである。

2.組合施行者の視点によるリスクの特定方法
( 1 ）事業段階の分類
区直墜理事業は、事業主体や事業の進捗段階によって、手続

きに必要な制度等が異なる。 そのため、事業の進捗闘渚におい
て対象となるリスクやその影響度も自ずと異なる。

そこで本稿では、組合脳子による区画整理事業を以下の 4
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表－ 1 組合施行者を視点としたリスクの一覧表

組合施行田区画畳理由通め方（倒） 組合施行者を視点とした l文献引によ
リスク町種頬 I る分類 具体的向容 図書者世
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つの事業段階に分類し、段階毎に組合町行者からの視有、で、事
業の資金計画の破綻に影響を与えるリスクを特定することと
した。
－ 準備段階：組合設立認可の準備段階である。地元の熟度が

高まり組合の設立認可申請に至る、 準備委員会の発足から
地元説明会や同意書のとりまとめ迄を対象とする。

－ 事業計画段階・組合設立許可を受けて事業が本格的に動き
始める段階である。 これは、 組合設立認可の申言青から換地
設計を経て、仮換地の指定について総会の同意を得る迄で
ある。

－ 施工段階：現地で施工する段階である。仮換脳旨脳変の移
転補償、 工事施工、換鮒決万士迄である。 なお、 この段階で
保留地の処分が開声合する。

－清算段階：事業が収束し、組合が解散する段階である。 換
地拠分後から清算、 登記など事業が結了する迄が対象であ
る。 この段階で保留土砂回対2完了する。

これらの4 つの事業段階を 表ー1の第l列に示す。また、準
備関l皆から清算段階までに共通するリスクも柄主するために、

『共通』とし、う項目を設定した。 なお、2夢1j目には、区画整理
事業の具榊怜作業を示している。

(2） リスクの特定
( I)リスクの特定割｜頂

事業の資金計画の破綻に影響を与えるリスクの特定は以下
の手順で実施した。 これらの手順を以下に示す。
・ まず、事業の資金計画の破綻に影響を与えるリスクを、 表 －

1の第2列に示す段階毎の作業に対応させて想定した。これ
らを第3列に示す。

・ っし、で 筆者らの経験等により、リスクの具体的内容を想定し
た。これらを第5多IH；：示す。

－そして、区画整理に携わっている捌暗に対して、 筆者らが
想定したリスクと具体的内容の過不足について回答を求め
るアンケートを平成 19 年 8 月に実施した（材高では、 2 種
類のアンケートについて述べている。 混同を避けるために、
これをアンケート A と言己主する）。 ここで、アンケート A の
回｜答は、組合指予者からの視点で事業の資金計直臓綻に影響
を与えるリスクと、その具体的内容の観点からの回躍を求め
た。 アンケート A の概要を 表 － 2に示す。 なお、 このアン
ケー トAは、 事業に携わったときに想定していたリスクと
具体的内容を回答してもらう必要がある。 そのため、回答者
が具体的なリスクや その内容を思し、出しそ寸くするために、
回答者に事業地区を指定して回答してもらう対去とした。

( II） アンケートA回答者の属性
アンケー 卜 A は、掛尚に多分野に渡る区画整理事業にお

いて、資金破綻に影響を与えるリスクの回答を求めるアンケー

卜であるため、回答者にぜ術的な知識キ経験が必要であると判
断しむそのため、全国的に業務をする都市計画系の建設コン
サルタント会社に所属し、かっ区直瞳理事業に2年以上携わっ
た紐験のある技術者全員をアンケー 卜 A の対象者とした。 そ
の結果、45地区分の82人からの回答と、 地区指定のない4 人
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表－ 2 アンケー トAの質問項目

叫個人凪性
b）地E名

置・・・

年齢、保有資格 単一 回蓄の配入（年齢｝、多値彊択式｛保有資格）

ー書方�

地E名 単一 回曹のE入

配述式c）組合施行者を視点としたりスク｜想定されるリスク

a 上記リスクの具体的事倒 ｜想定されるリスクの具体的恵倒 IE述書受

表－ 3 回答者の年齢 表－ 4 回答者の保有資格
隼． ．答’E

圃・串
｛隼・＊・嘗除〈｝

30.以下 3人 4.55 ’も
31～ 35. 4人 6.06軸
36～ 40歳 15人 22.73 % 
41～ 45. 21人 31.82帖
46～ 50織 13人 19.70，も
51～ 55織 8人 12.12 % 
56～ 60）廠 2人 3.03軸

小計 66人 100.00 % 

未回答 16人
／／／ 合計 62人

画計方地
）
）
｝

び
防
画
壇

且
砂
針
環

市
川
工
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都
河
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建
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8－
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目
E
Ta
－

m

の回答を得た。 表 － 3 に回答者の年齢を、表 － 4に保有資格（複
数回答） を示す。

表－ 3より、回答者の年齢は36歳～50歳の掛椿が大部分
の約7割を占める。これらの年齢の捌補堆験年数が豊富で、
第1線で事業に関わっている年齢層と考えられる。回答者には
ぜ術士（総合断種盟、建設）やRCCMの資格保有者が2割
以上含まれている。 また、回答者の5割以上が土地区画整理士
を保有しているとともに、演l屋士や l 級土オ噛工管理技士等の
ように区画整理事業に不可欠な多分野の技体渚であることか
ら、 アンケート A のリスクに対する回答は、闘尚な知識や
経験に裏付けられた内容と判断できる。
(ill）リスクの特定

前出の 表ー1の第3 列は、上諸周査を踏まえて特定したリス
クの一覧である。 第4 夢ljの ‘＇a-1 ”

～ “a・8 ” の記号は文献 4）で
提示されているリスクであり、これと対応づけて掲示したもの
である。両者の対応を見ると、数は異なるものの “a-1 ”

～ 》8 ”

に不足する項目はないことから、第3列のリスクに重要な欠落
はないものと考えられる。

6列目の数値は、具体的内容の回答者数を示している。下線
を記した6種類のリスクと33 つの具体的内容は新たに追加さ
れたものであり、筆者らが想定していなかったリスクも抽出で
きており、表 －1出組合樹子の土地区画整理事業のリスクを概
ね網羅できているものと考えられる。

3. リスクの影響度評価
( 1 ）リスクの算定・評価手法
( I)算定・音羽面手順

本章では、表ー1の第3}1Jのリスクの事業の資金計画の樹建
に対する影響度の出産・言朝団を以下の手JI慎で試みた。
・アンケートA と同ーの建設コンサルタント会社に所属して、

区画整理事業に 2年以上携わった経験のある技術者を対象
として、回答者に事業地区を任意で指定してもらい、 その地
区毎の各リスクの影響度を回答するアンケート調査を平成
20年12月に実施した（これをアンケー トBと記i企する）。
なお、回答者に任意で指定してもらう地区については、組合
方断子ということと回答者が業務で、携わった地区という2点
を条件とした。

・ アンケート B では、 表 － 5 に示すようにa）個人属性、b ）地区
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名などとともに、後で詳述するようにc）～g）各事業開制こお
いて、 特定したリスクの 2つずつを一対比較して、 事業資
金計画の破綻に与える影響の大小を数値で評価してもらう
方法 （一対比瞬平価） を実施した。

－次し 、で、 回答の対象となった地区の事業市域の地区特性を把
握するため、 「DID区域内」であるか否かを把握した。DID
区域を地区特性の基準とした理由は、補助制度である都市再
生区画整理事業の採択要件の l つになっているとし寸特徴
や、 DID区域内のような既成市働也は元々の地価が高いた
め、地価下落の下がり幅が大きいとし 、う特徴があり、それら
の鞘教に起因した回答結果が得られる可能性が高いと判断
したためである。 地区糊全の情報は、 平成20年度版区画整
理年報 5）より把握した。

－最後に、Al-IP Y去を一対比較法の回答結果に適用して事業資
金計画碗定に影響を与えるリスクの影響度を算定した。なお、
影響度はDID区域内とDID区域外の2つのグループに分け
て算定・評価した。

( Il ）一対比較の内容
一対比較翻面は以下のように実施した。特定した組合樹手者

を視保としたリスクの中からリスクの2つ（一対）を対象とし、
事業 資金計画の破綻についての影響の程度を数値で評価して
もらう方法を用いた。 なお、区直腫軍事業の事業破綻の原因に
は、資金破綻や合意が形成できないことによる事業中止等があ
る。 このような中で、本稿でこのようなリスクを、 「 資金計画
の硝症に影響を与えるリスク」と表現している。 その理由 は、
仮に 合意が形成できないことによって事業刈縦する場合で
も、合意が形成できず事業が長引くと車齢拍句に発生する事務費
等の支出を禅真する収入が貝込めない状態に陥り、 資金破綻に
つながるためで、ある。 さて、具体的な評価方法は、 影響の程度
を主となるリスクと比較対象のリスクの影響度が同じ場合は
0、 影響が最大の大きし法判断した場合は4に、 逆に、 主とな

るリスクの影響度が比較対象のリスクより最も小さい場合は
-4 として、4 , 3, 2, I, 0， 一I, -2, -3, -4 のしサ11,か
にi，阿面してもらった。

これらの評価値の内容を表－ 6に示す。表－ 6の右列の値の
内容では、 一対となる2つのリスクを 「aのリスク」と 「bの
リスクjと伊l示し、両リスクの影響度の関係、について明記して
いる。
（皿） アンケー トBの対象事業地区と回答者属性

アンケー ト B の対象事業地区として、 8 都道府県の42地区
が選定された。 そして、21l人からリスクの影響度音羽面の回答
を得た。表ー7に回答者の年齢を、 表－ 8に回陪者の保有資格
を示す。 表一7より、 回答者の年齢は、 36歳～50歳の梯停者
が大部分の約8割を占めた。 これらの年齢のぜ術者は、経験年
数が豊富で、、 リスク特定のアンケー ト A と同様に、梯附句、
豊富な経験に基づく信頼性の高い回答と判断できょう。

対象とした42地区の内、 「DID区域内」の事業 は、 約半数
の23地区 5）で、あった。 表－ 9に「DID区域内Jと 「DID区域
外Jの事業概要 5）を示す。表－ 9をみると、 「DID区域内」は、

「DID区域外Jに比べて方耐子前地区内人口や市街化率、 現況
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表－ 5 アンケー トB調査の内容
置・・圃 ．，方量

・｝個人圃性 ｜年飾、保有資絡 ｜単図書由記入｛年闘に多肢週択式（保有資格｝
bl地区名指ど ｜地E名、担当年倣（・aステージ毎） l単一図書由記入
。） 一対比世評価① ｜『噂惜陵情』における一対比厳 ｜ー封比瞳値目E入
d） 一対比般評価＠ ｜『事集計画眠障』における一対比腫 ｜一対比粧置の記入
・） 一対比融解冊③ ｜『施工陸階』における一対比舷 ｜一対比鮫置の配入
の 対比鮫評価審 ｜『漕耳障階』における対比粧 ｜一対比輯置のE入
ω 一対比世評画⑤ ｜『共通』におけるー封比絞 ｜一対比駿植田E入

表－ 6

寸一
4一
寸一
4

表－ 7 回答者の年齢
隼・ー ．‘・ ｛隼舗圃傘置圃皐嘗・0

30歳以下 5 人 2.48 % 
31～35. 6 人 2.97 % 
36～40. 59 人 29.21 ’も
41～45. 55 人 27.23軸
46～ 50. 45 人 22.28 % 
51～55雌 19 人 9.41 % 
56～60歳 13 人 6.44軸

小計 202 人 1凹.00軸
未回答 9 人

／／／ 合計 211 人
表－ 9 回答地区の地区鮒主佃ID区域内外）
·:· •• 圃地

円

区内岡
エ有

弔

権
問

者 市
.，

街
T
化
岡 柚あたり -· ••• 

の単価 .,.. 
”E・ ’量人口 ’E 司邑 f冒万円n..、 他1 11 、 11 、 信】 /h副 ，.、 他】 , ...，電m1

DID区 平均値 46 8 33.4 802 453 28 8 237.7 238 49.9 10,062 

域内 min 4.5 25.9 33 52 6 8  89 0 11 7 4  671 
max 125.8 42.2 3,211 1 385 61.6 410.5 782 84.4 29 184 

DID区 平均値 37.9 37.8 240 273 11.5 188.1 80 53.1 7,547 
m,n 2.0 18.7 3 31 1.3 119.8 2 7.4 343 

域外 98.2 70.1 1 381 842 50.9 326.6 411 100.0 20 771 町、ax

建物戸数等において高し呼直となっており、都市的傾向が強し、こ
とが確認できる。 また、 各項目の最小イ直と最大値をみると、
DID区域内外ともに幅広く分布していることから、対象事業
地区は様々な地区の特性を網羅していると考えられる。

(2）リスク影響度の墨副面結果
( I) AHP分析

本アンケー トBは、 回答者自身が携わったl地区でのリス
クを想定した上で、事業資金計画の破綻に影響を与えるリスク
の影響度の大小を一対比較lこよる評価で要求したものである。
一対比較評価におし 、てリスクに不足があった場合、回答者が想
定したリスクが一対比較評価のリスクに挙がってなくて評価
できないとしづ事態が生じる。しかし不足の指摘はなかったこ
とから、以下のAHPによる分析を進めた。 なお回答者には、
回答する地区において自身が携わったことのある事業段階の
みを回答してもらった。

事業資金言十直破綻に対する各リスクの影響度を定量化する
ために、一対言判酪吉果をAl-IPによって集計・分析した。 具体
的には、 表－ 10 の左から l 列目のアンケー ト B により得ら
れた一対比較値を、 表－ 10 の左から 2 列目の値 。に変換し、
幾何平均方式によって各リスクの影響度を定量化した。
( Il ）リスク影響度の評価

区画整理事業は、事業の対象地減が都市内もしく は都市近郊
の蝉撲であるか、あるいは都市から商針もた地域かにより事業を
取り巻く環境が異なる事業である。つまり、 都市内もしくは都
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表－ 10 アンケー ト集計値
ー且，圃... ア・ン・E・ヶ6ー・・， .，，肉．

4 9 aのリスクがb由リスクより．絶対的1二恵推賞金計園田園綻について鹿曹が大き い3 7 aのリスクがbのリスクより、かZより恵象貴金計画の暗綻について葺曹が大き い2 5 ・のリスクがbのリスクより
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大
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き
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い1 3 ・由リスクカ%のリスクよ
。 両方的リスクが同じぐら1 1/3 a町リスクがbのリスクよ-2 1/5 aのリスクがbのリスクより..蝿賞金計園田園錠Lつ いてEーが小さい3 1/7 ・のリスクカ%のリスクより、かtより$車置量計画の融綻につ いて葺曹が小さ い4 1/9 ・のリスクカものリスクより、絶対的に事黛貴金計面白 確綻についてE曹が小さい

� 2468 補間的に用い，，
市近郊の蝉或は都市から離れた地域よりも一般的に地価が高
いため、 地価が下落したときの下がり幅が大きい等の特徴があ
る。 一方、 都市から階針した地域は従前の市街化率が低いため、
区画整理事業によって都市を開薄築するので、はなく、新市信地
を形成する 事業が多くなりやすいので、新たに出或に入ってく
る参入者が多くなる等の鞘教がある。

これらを踏まえて本章では、都市内もしくは都市近郊の地区
と、 都市から荷叡もた地区の2つのグ

、
ループに分類し、 それらの

グループ毎の影響度を整理した。具体的には、上記グル｛ア分
けの指標を、都市再生区画整理事業の採択要件にもなってし、る

「DID 区域内」であるが否かとした。「DID 区域内jの情報は、
平成20年度版区画整理年報 5）を参考にした。 ここでアンケー

ト B の回答地区は、前述の通り DID 区域内外の様々な地区を
網羅している。 そのため、 DID 区域内外において影響度の評
価結果を集約することで、各々特性を持つ様々な地区を網羅し
た評価結果であると判断した。材高では その上で、 事業資金計
画耐建に対するリスクの影響度の言判面において、 DID 区域内
と DID 区域外の一制面の差に着目して、 影響度の音羽直結果を整
理した。

影響度の矧面は、前出の事業尉渚毎に劫包した。なお、1つ
の地区に複数の回答者が栴生するため、特殊な地区に複数の回
答結果がある場合、上記グ

、
ノトプ内に該当する全ての回答者の

結果の平瑚直をもって上記グ
、
ループの影響度と判断すると、こ

の特異値に大きく引っ張られる可能性がある。 そのため、同一

地区に複数の回答者が荷主する場合は、それら回答結果の平均
値を その地区の影響度とし、各地区の影響度の平均値を上記グ
ループの影響度として評価した。
(ill) DID 区域内外の地区におけるリスク影響度の整理

園－ 1 は、 DID 区域内と DID 区域外の地区における影響度
の評価結果と、 DID 区域内外でのリスク影響度の評価結果の
差を示したものである。総撤は、前述のアンケー トBによっ
て得られたリスク影響度の数値に対応している。つまり、 各事
業開l皆において、事業資金計画の破綻への影響度が高し、と音羽面
されたリスク程、 各事業開港の紙瀞由の上の方に分布している。
国一 1では、そのリスク影響度の数値を各リスク名と併せて表
記しているとともに、事業開皆における各リスクの影響度の平
均値を視点乙線で示し、平均値よりも影響度の高し、リスクは黒点、
平均値よりもf晶、リスクは白点に区分けしている。

一方横軸は、全く閉じリスクに対しての影響度の評価結果に
おいて、 DID 区域内地区の評イ直結果と DID 区域外地区の評価
結果の差を示している。具体的には、国一 1 中央の給制を DID

区域内外において影響度に全く差が生じなかったラインとし
て、 DID 図或内の場合は DID 区域外の音羽田結果との差に応じ
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て、差があったリスク程左に分布し、DID 区域外の場合は DID

区域内の評価との聞に差があったリスク程右に分布している。
ここで図ー 1 では、 DID 区域内と DID 区場併の評価の差に

着目して、リスクをaグループからcグループの3グループlこ
分類している。aグノレープとcグノLープは、 全く同じリスクに
おいて DID 区域内外での影響度の評価の差に着目した時、 各
事業開3皆のリスクの矧面の差の平均値よりも、矧面の差が大き
いリスクのグループである。 つまり、 DID 区域内外で事業資
金計画破綻に対する影響度に差の大きし、リスクとして整理し
ている。bグ

、
ループは、 DID区域内外での評価で、各事業尉渚

の平均より差の小さいグループで、ある。 つまり、 DID 区域内
外でさほど影響度に差のないリスクとして整理している。以下、
事業開稽ごとに図ー 1の整理結果について内容を確認する。
［準備段階］
任湯簿度の差が大きくDID区域内の方が影響度の高いリスク

準備段階においてaグ、ループ及びcグループに分類されたリ．
スクの内、最も影響度の評価に差があったのは『資金調達リス
ク』 である。 このリスクは DID 区域内外のし吋Yもとも影響度
が高く、 特に DID 区域内での影響度が高い結果となった。 こ
れは、近年地価の下部幅が大きいため、地価下落というリスク
が顕在化すれば事業収久である基本事業費の用地費や保留地
単価を下げてしまうとしづ結果につながるためと考えられる。
また、 その他の該当しているリスクとして『調整リスク （周辺
住同』があるが、 これは DID 区域内の地区は、 周辺が既成市
御也であることが多いためと考えられる。
笹影響度の差が大きくDID区域外の方が影響度の高いリスク

該当するリスクとして、『埋蔵文化財・土壌汚染・土質地盤
リスク』、『ノウハウ不足リスク』がある。この理由として DID

区域外での事業は、 DID 区域内での事業に比べて、 従前が丘
陵地などで大幅に切盛する必要のある地区が少なくないこと
や、区画整理事業によって 新たに市街化区域に編入する等の手
続きが発生する地区があること等が考えられる。
［事業計画段階］
任影響度の差が大きくDID区域内の方が影響度の高いリスク

『資金調達リスク』が該当しているが、 これは、側諸段階と同
じく、 DID 区域内の地区が、 地価の下落に大きく影響を受け
やすし、特性を持つことによると考えられる。
告影響度の差が大きくDID区域外の方が影響度の高いリスク

DID 区域外での 事業は DID 区域内での 事業に比べて、 土地
所有権者数に対しての地区内人口が少なし呼頃向にある（表－ 9
参照）。『合意形成リスク』が該当しているのは、土地の権利は
あるが地区内に居住していない方の中には、地区から遠方で居
住しているケースが少なくなく、その状況で換却設計等を合意
を得ながら進めていく必要があること等が要因と考えられる。
［施工段階］
任瀕簿度の差が大きくDID区域内の方が影響度の高いリスク

『合意形成リスク（補償）』 が該当しているが、 これは DID

区域内の地区が地区内人口キ移転戸数が多い中で、補償を決定
していくことへの負担増に起因しているものと考えられる。
宰影響度の差が大きくDID区域外の方が影響度の高いリスク
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『コミュニケーションリスク』と 『ヲ｜継ぎ不足リスク』が該
当しているが、これは新たに保留地の購入やアパートへの入居
等で区域への参入者が多くなることより、脳背から発｛含する
情報が行き届か如、ためのクレーム、i跡l慶求等が考えられる。
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4.まとめと考察。

本稿は、組合区画整理事業の脳手者を視存、として、事業資金
計直破綻に影響を与えているリスクを特定するとともに、それ
らの特定したリスクが事業資金計画の破綻に与える影響度を
評価し、知見を得ようとしたものである。

本稿の主要な成果は以下の通りである。
I）実業務に携わる区商産理ぜ併者のアンケートA調査によっ

て、 組合指子区画整理事業の準備段階から清算段階までの
企段階における組合脳予音を視点としたリスクを特定した。

2） 特定したリスクと文献4）によるリスクを比較して、特定し
たリスクの妥当性を検討した。その結果、特定されたリス
クは、文献4）によるリスクのタイプを全て網羅しており、
リスクの項目の欠落がないという点で一定の妥当性を確認
できた。

3）実事業に携わる区直腫理技術者に対して、事業の準備から
清算までの4段階およびこれらに共通する事業資金計直服
綻に対するリスクの影響の大小を一対比較1去により判断し
てもらい、これを AHPによって分析し、事業資金計直破
綻に対する影響度を定量的に評価した。

4） 組合樹子の事業地区を D旧区球内と区域外の2グ
‘／レープlこ

分類した。そして3）の定量値に基づき、両グIv-ープにおけ
る、事業資金計画随縦に対するリスクの影響度を整理した。
そして両グループにおいて、影響度の評価倍果に差のある
リスクに対して、DID区域内外の特性と適合していること
を確認した。

5） 以上より、材高における、リスク特定と事業資金計画破綻
への影響度の矧面の成果は、今後の組合脳手者におけるリ
スクマネ、ジメン トやプロジェクトマネジメントに有用と考
えられるが、今後は、科高で整理した調葡吉果の妥当性を
検証するとともに、リスク保有やリスク削減等の対応方針
の決定への利用方法などを開発し、リスクに対応した対策
を整理することが必要である。
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『合意形成リスク（換地計画）』消亥当しているが、これは
前述の事業計画段階の『合意形成リスク』と同じ理由が考えら
れる。また、『用地リスク （埋蔵文化財）』、『移管時期リスク』
は、DID区域外の地区が丘陵地などで大幅に切盛する必要の
ある地区が少なくないことに起因して、埋蔵文化財への十づまな
対応が必要であることや、調整池など管理に費用のかかる公共
施設の設置が必要であること等が要因として考えられる。
［清算段階］

清算段階では、DID 区域外では 2つのリスクの影響度に大
きな差はないが、DID区域内においては『保留地拠分リスク』
の影響度が大きい。この理由は、地価が下落しても資金計画上
の予定額を下回らないことが望まれる中で、保留地販売が不振
となってし、ることに起因してし、るものと考えられ、組合指子に
よる区画整理事業における今後のリスクマネジメン トにおい
て重要であることを意味している。
［共通1
d漂簿度の差が大きくDID区域内の方が影響度の高いリスク

『地価変動リスク』 と 『制度リスク舗助創』 が該当して
いるが、これは都市再生区直墜理事業等の DID区域内である
ために適用される補助制度があることや、地価下落の下がり幅
が大きいためと考えられる。
告影響度の差が大きくDID区域外の方が影響度の高いリスク


